
販売パートナー契約書
	甲
	（住所）
	東京都千代田区九段南1-6-5 九段会館テラス1F
	（印）

	
	（社名）
	ユースフル株式会社
	

	
	（氏名）
	代表取締役社長　大垣 凛太郎
	

	乙
	（住所）
	
	（印）

	
	（社名）
	
	

	
	（氏名）
	
	



甲は、甲が取り扱うサービス等（以下「商品」という）の顧客獲得を目的として、乙が甲の商品を紹介し、甲への送客を行うことに関して、以下の事項に合意し、パートナー契約（以下「本契約」という）を締結する。
本契約成立の証として、書面を用いる場合は、本書を2通作成して甲乙記名押印の上各1通を保有し、電磁的方法を用いる場合は、本書の電磁的記録を作成し、甲乙電子署名の上、各々その電磁的記録を保管する。

＜契約要項＞
	(1)契約締結日
	2026年●月●日

	(2)契約期間
	契約締結日から1年間とする。
尚、期間満了の1ヶ月前迄に甲乙いずれかによる終了の申出がない場合は、更に1年間同条件にて本契約を更新するものとし、以後も同様とする。

	(3)商品
	Microsoftツールおよび生成AI領域の企業研修（eラーニングサービスを含む）ならびに業務コンサルティングサービス

	(4)送客手数料
	商品契約（第4条において定義する）に記載された対価（消費税別）の10%（消費税別）

	(5)特約事項
	なし




＜契約条項＞
第1条（目的）
本契約は、甲が取り扱う商品の普及拡大を目的とした契約であり、甲及び乙は、目的を達成する為のパートナーとして、相互に協力関係を築くものとする。

第2条（商品）
1. 本契約に基づき乙が紹介する商品は、契約要項(3)に定める商品とし、紹介する商品を変更する場合、書面又は電磁的方法により取り扱う商品の変更を相互に確認する。
2. 甲は、本契約の締結又は前項に基づく変更の確認後速やかに、商品を紹介する為に必要な資料等を提供するものとし、乙は、甲から提供された資料等を利用して、商品の紹介を行う。
3. 乙は、善良な管理者の注意をもって資料等を管理し、本契約以外の目的で使用してはならない。
4. 乙は、本契約の終了又は甲からの求めがあった場合、資料等を返却、破棄等の甲が定める方法により処分する。

第3条（送客）
1. 本契約において、「送客」とは、商品の利用に関心を持った利用者（以下「希望者」という）にかかる以下の情報（以下「希望者情報」という）を収集した上で希望者との面談記録を書面又は電磁的方法により作成し希望者情報と共に甲に提供することを指す。
(1) 希望者の社名又は団体名
(2) 希望者の担当者の氏名（所属部署・役職等を含む）、メールアドレス、電話番号
(3) その他甲乙間において指定する事項
2. 乙は、前項に基づく情報の提供に先立ち、希望者から甲への情報提供にかかる同意を得なければならない。
3. 甲は、乙から希望者にかかる情報を提供された場合、速やかに希望者と連絡を取り、商品の詳細な紹介及び契約に向けた商談を行わなければならない。なお、乙は甲から初回の商談への同席を求められた場合には、同席するよう努めるものとする。
4. 甲は、希望者が以下の事由に該当する場合、乙に対して、情報を提供した日（以下「提供日」という）から10日以内にその旨を通知するものとし、通知を行った希望者に関しては、第5条に定める送客手数料の支払対象とならない。
(1) 提供日の時点において、希望者が、既に甲が提供するサービス（商品を含むがこれに限らない）の全部又は一部を利用している又は利用していた場合。
(2) 提供日の直近6ヶ月以内に、甲が、直接又は第三者を介して希望者に対して商品に関する営業活動を行っていた場合。
(3) 提供日の直近6ヶ月以内に、希望者が、直接又は第三者を介して甲に対して商品に関する問い合わせを行っていた場合。

第4条（商品報告）
1. 商品契約は、甲と希望者との間で締結するものとし、乙は、商品契約の締結及び履行に一切関与しない。
2. 甲は、乙に対して、商品契約の締結後以下の事由を書面（電子メールを含む。）により証憑を添付して報告しなければならない（以下「商品報告」という）。
1 商品契約を締結した事実（以下「商品契約事実」という。）
2 商品を提供し希望者に請求書を送付した事実（以下「商品提供事実」という。）
3. 甲が、合理的な理由なく前項に基づく商品契約事実及び商品提供事実の報告を行わなかった場合、乙は、第5条に定める送客手数料と同額を請求することができる。

第5条（送客手数料）
1. 甲は、商品報告が完了した場合、乙に対して、送客手数料として、契約要項(4)に定める金額を支払う。
2. 送客手数料は、甲の責めに帰すべき事由に基づく商品契約の締結後の金額の変更、商品の対価の不払い、全部又は一部の解約等が発生した場合においても、減免されることはない。
3. 乙は、各月末日を締日として、当該月内に第4条第2項に基づき甲から報告を受けた商品提供事実に基づき送客手数料の請求書を作成し、甲に送付する。
4. 甲は、前項に基づき乙から送付された請求書に記載された金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額を、請求書を受領した月の翌月末日迄に、乙が指定する銀行口座に振込により送金して支払う。
5. 送客手数料は、提供日から商品契約の締結日迄の期間が12ヶ月以内である場合に限り発生するものとし、提供日から商品契約の締結日迄の期間が12ヶ月を超えた場合、送客手数料は発生しない。
6. 本契約終了後においても、本条の定めは、引き続き効力を有する。

第6条（広報）
1. 甲及び乙は、本契約締結の事実を、広告宣伝、販売、広報その他の活動（以下「広告宣伝等」といいます。）に利用することができるものとします。この場合、甲及び乙は、相手方に対し、企業ロゴをホームページないし販促資料等に掲載することを、無償で許諾するものとする。
2. 甲又は乙が書面により広告宣伝等の停止を申し出た場合、相手方は前項の利用を停止するものとし、申出者は自らの広告宣伝等も停止するものとする。

第7条（秘密保持）
1. 甲及び乙は、本契約に基づき知り得た相手方の技術、営業、事業戦略、人事、財務及び個人情報（個人情報保護法等における個人情報、個人関連情報その他の法令において定める個人に関連する一切の情報を指す）を含む一切の情報を、相手方の書面による事前承諾がない限り、当該契約の目的以外における利用又は第三者への開示をしてはならない。ただし、甲又は乙から相手方に対して開示した（以下情報を開示した者を「開示者」、開示された者を「被開示者」という）情報のうち、以下の各号に該当する情報（個人情報は含まない）は、秘密情報に含まれない。
(1) 開示された時点において、既に被開示者が正当に保有していた情報。
(2) 開示された時点において、既に公知であった情報。
(3) 開示された後、被開示者に起因しない事由により公知となった情報。
(4) 被開示者が、開示者に対して秘密保持義務を負わない正当な権限を有する第三者から、秘密保持義務を負うことなく正当に取得した情報。
(5) 開示された後、開示者が書面により秘密保持義務を免責した情報。
(6) 開示された情報によらず、被開示者が独自に開発又は創作した情報。
2. 本契約終了後においても、本条の定めは、引き続き効力を有する。

第8条（権利、義務の譲渡等の制限）
甲及び乙は、本契約に基づき発生する相手方に対して有する権利又は相手方に対して負う義務の全部又は一部を、相手方の書面による事前承諾がない限り、第三者に譲渡し、承継させ又は担保に供してはならない。尚、本契約終了後においても、本条の定めは、引き続き効力を有する。

第9条（損害賠償等）
1. 甲及び乙は、故意又は重過失に基づき相手方に対して損害を賠償する場合、賠償する金額は、当該損害の発生日の直近1年以内に甲から乙に対して支払われた送客手数料と同額を上限とする。
2. 送客手数料の支払に関する約定遅延利率は、年3%の割合とする。
3. 本契約終了後においても、本条の定めは、引き続き効力を有する。

第10条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等その他これらに準ずる者（以下総称して「反社会的勢力等」という）に該当しないこと及び以下の各号のいずれにも該当しないことを表明しかつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
(1) 反社会的勢力等が経営を支配していると認められる関係を有すること。
(2) 反社会的勢力等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。
(3) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってする等不当に反社会的勢力等を利用していると認められる関係を有すること。
(4) 反社会的勢力等に対して資金等を提供し又は便宜を供与する等の関与をしていると認められる関係を有すること。
(5) 役員又は経営に実質的に関与している者が反社会的勢力等と社会的に非難されるべき関係を有すること。
2. 甲及び乙は、自ら又は第三者を利用して以下の各号のいずれかに該当する行為を行わないことを確約する。
(1) 暴力的な要求行為。
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為。
(3) 取引に関して、脅迫的な言動又は暴力を用いる行為。
(4) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し又は相手方の業務を妨害する行為。
(5) その他上記各号に準ずる行為。
3. 甲及び乙は、相手方が前二項に該当した場合、相手方への通知を行うことなく本契約を解約することができ、本項に基づき本契約が解約された場合、相手方は、本契約にかかる全ての期限の利益を失う。尚、本項に基づく本契約の解約は、相手方に対する損害賠償請求を妨げない。

第11条（解約）
1. 甲及び乙は、相手方が以下の事由のいずれかに該当した場合、相手方への通知を行うことなく本契約の全部又は一部を解約することができ、本項に基づき本契約が解約された場合、相手方は、本契約にかかる全ての期限の利益を失う。
(1) 本契約の定めに違反し、相当の期間を定めた違反是正の催告にも是正されない場合。
(2) 自ら振り出し又は引き受けた手形、小切手が不渡りとなった場合。
(3) 差押、仮差押又は滞納処分を受けた場合。
(4) 破産、民事再生手続開始、特別清算開始、会社更生手続開始等の申立があった場合。
(5) 合併、解散又は事業の重要な部分の譲渡を行う場合。
(6) 重大な法令、通達、行政指針違反の事実が発生した場合。
(7) 財産状況が著しく悪化又はその恐れがあると認められる相当の事由がある場合。
2. 乙は、第9条第3項又は前項以外の事由により必要と判断した場合、甲への通知により、本契約を終了することができる。
3. 甲は、商品の終了又は第9条第3項又は前項以外の事由により必要と判断した場合、乙への通知により、本契約を終了することができる。

第12条（有効期間）
本契約の有効期間は、契約要項(2)に記載の通りとする。

第13条（契約変更）
本契約の定めは、書面又は電磁的方法により甲乙間において合意した場合に限り、変更することができる。

第14条（協議）
本契約に関する疑義又は問題が発生した場合、甲乙協議の上解決する。

第15条（準拠法、合意管轄）
前条の協議にもかかわらず、本契約に関して紛争が発生した結果、訴訟等の必要がある場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的な合意管轄裁判所とし、日本法を準拠法として当該紛争を解決する。尚、本契約終了後においても、本条の定めは、引き続き効力を有する。
（本契約本文以上）
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